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本論文は、国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards、以下、IFRS）
の新しい金融商品会計基準である IFRS第 9号「金融商品」について考察を行ったものである。  
IFRS第 9号は、2009年から 2014年にかけて公表・改訂されたことにより議論がひとまず
の終結をみた新しい会計基準である。IFRS第 9号が公表される以前、金融商品の測定に関し
ては IAS第 39号で定められていたが、IAS第 39号は内容が複雑で、理解が困難であると指
摘されていた。そこで、国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board、
以下、IASB）は 2008年 3月にディスカッション・ペーパー「金融商品の報告における複雑性
の低減」（DP2008）を公表し、IAS第 39号を IFRS第 9号へと置き換えるプロジェクトを開
始した。このプロジェクトでは、フェーズ 1「金融資産及び金融負債の分類及び測定」、フェー
ズ 2「減損の方法」、フェーズ 3「ヘッジ会計」の 3つのフェーズが設けられた。本論文で取り
扱っているのは、フェーズ 1の金融資産に関する部分とフェーズ 2である。 
金融商品に関する会計基準は 1986年に米国財務会計基準審議会（Financial Accounting 
Standards Board、以下、FASB）がプロジェクトを開始して以来、約 30年間（正確にはそれ
以上）に渡って議論されてきた。IASBの前身であった国際会計基準委員会（International 







Working Group、以下、JWG）が 2000年 12月に公表した「金融商品および類似項目」（JWG
ドラフト基準）では全面公正価値測定が提案された。 
金融商品会計基準は早急な整備が必要とされたが、全面公正価値測定を導入するには十分な
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 第 4章「金融資産の減損の方法」では、償却原価で測定する金融資産および FVOCIで測定
する金融資産の減損の方法について考察を行っている。 





































なる、の 3つが考えられる。これらのことから、非金融業においてはレベル 2とレベル 3の情
報は有用であるとはいえない。 
 本論文では、金融資産の測定について、特に第 4章以降で各測定属性が直面する問題や論点
となる事項を考察しているが、共通している問題は見積りが必要な部分についての測定値の信
頼性である。本論文では、金融資産の測定に関する問題は、将来キャッシュ・フローを如何に
して測定するかという問題とその測定値の信頼性を如何にして確保するのかという問題、すな
わち測定方法と開示情報の問題に収束されることを具体的な内容とともに示している。 
 
 
